平成２０年度　第２回倉敷市地域包括支援センター運営協議会会議録
１　日　時　　平成２０年１１月２７日（木）１３：３０－１５：００
２　場　所　　倉敷市保健医療センター　１階大会議室
３　出席者　　１３名
　　　　　　　委　員　貝田　百合子（岡山県老人福祉施設協議会）

　　　　　　　委　員　川上　富雄　（日本社会福祉士会岡山県支部）

委　員　清野　幸代　（岡山弁護士会）

　　　　　　　委　員　國友　澄江　（倉敷ねたきり・認知症家族の会）

　　　　　　　委　員　甲加　和歌子（岡山県薬剤師会倉敷支部）

　　　　　　　委　員　佐藤　千津子（倉敷市愛育委員会連合会）

　　　　　　　委　員　品川　勝彦　（岡山県備中県民局健康福祉部）

委　員　松尾　忠昭　（倉敷市民生委員児童委員協議会）

委　員　守安　文明　（倉敷市連合医師会）

委　員　山内　宣夫　（倉敷市社会福祉協議会）

　　　　　　　委　員　大森　誠人　（岡山県介護支援専門員協会倉敷支部）

　　　　　　　委　員　横見　由貴夫（倉敷歯科医師会）

委　員　與田　光子　（倉敷市栄養改善協議会）
４　欠席者　　３名
委　員　秋山　格一　（倉敷市老人クラブ連合会）

委　員　宇野　一夫　（倉敷市議会保健福祉委員会）

委　員　平松　永通子（岡山県看護協会倉敷支部）
　　　　　　　
５　事務局　　１１名

　　　　　　　渡辺　進一（倉敷市保健福祉局保険部長）

　　　　　　　三宅　明彦（倉敷市保健福祉局保険部介護保険課課長主幹）
　　　　　　　光田　武道（倉敷市保健福祉局保険部介護保険課係長）

　　　　　　　横山　郁男（倉敷市保健福祉局保険部介護保険課主任）

　　　　　　　橋村　和樹（倉敷市保健福祉局保険部介護保険課主事）

　　　　　　　坂元　麻衣（倉敷市保健福祉局保険部介護保険課主事）

　　　　　　　太田　康代（倉敷市保健福祉局保険部介護保険課課長主幹兼地域包括総合支援センター所長）
　　　　　　　塩見　一好（倉敷市地域包括総合支援センター主任）

　　　　　　　高原　寛子（倉敷市地域包括総合支援センター主事）
　　　　　　　岡部　雅恵（倉敷市地域包括総合支援センター主任ケアマネジャー）

　　　　　　　川越　幸治（倉敷市保健福祉局福祉部高齢福祉課主任）
６　開　会
７　委員交代の報告
　　　岡山県介護支援専門員協会倉敷支部の山縣委員の後任として、大森委員が就任。
８　事務局紹介

９　議　事
　　　川上会長が議長として議事進行。
（議　長）運営協議会は、高齢者支援センターの事業の推進体制をバックアップし、利用者や市民、関係機関など様々な立場からのご意見を、介護保険課、地域包括総合支援センターを通じて各センターに伝え、現場の実践に声が反映される貴重な場なので、活発に議論していただきたい。
　本日の議題のうち特に包括の評価基準案については、法人と委託契約している高齢者支援センターについて、今後、3年更新システムを導入していく際の基準としての試案であり、本日お諮りするものである。

（1） 平成20年度上半期事業報告について
（議　長）事務局から説明をお願いしたい。

（事務局）総合相談の相談手段のうち、ファックスやメールは電話に含んで計上し、来所、訪問と合わせて計33,472件の相談があった。相談内容は、要支援1、2の方の予防給付、介護保険・福祉の手続き代行が多く、内容別の合計件数は重複を含めると38,145件となっている。その他の内容としては、近隣とのトラブル、住宅の相談、資産問題の相談等がある。
　相談者は圧倒的に本人が多く、家族、介護保険サービス事業所の順である。権利擁護については、成年後見制度156件、虐待に対する老人福祉施設への措置23件、消費者被害への対応57件、介護保険サービス利用につなげたもの58件、状況把握と継続訪問を行っているものが358件だった。
　高齢者虐待は、実際に対応した延数で、実数は今年度新規75件、昨年度継続21件、計96件である。19年度の1年間に各センターで対応した虐待は75件で、今年度は上半期で昨年度と同件数の対応をしている。

　各センターの事業実施状況については、虚弱な高齢者に対して予防プランを作成し、介護予防に繋げる介護予防ケアマネジメントが236件（19年度継続と20年度新規の両方を含む）、総合相談支援33,472件、権利擁護のうち虐待対応が延471件、その他が消費者被害、成年後見への対応など311件となっている。また、包括的・継続的ケアマネジメントが966件となっている。
次に、20年度生活機能評価受診にかかる特定高齢者の介護予防ケアマネジメント事業については、今年度上半期のみの特定高齢者に対する介護予防ケアマネジメント実績を掲載している。

今年度から特定高齢者の選考方法が変わり、65歳以上で要介護認定を受けていない人に市から事前に生活機能評価受診券を配布し、対象者は医療機関で生活機能チェックを受ける。そして条件に該当した人は理学的検査、医師の判定等により生活機能に低下が見られると特定高齢者とされる。特定高齢者の名簿はまず保健所から総合支援センターに届き、それを各該当のセンターに毎月送っている。
生活機能評価健診は6月から実施されたが、結果がセンターに届くまで時間がかかるため、実質6～7月の受診者で特定高齢者になった人に対する数を上半期の実績として計上している。
特定高齢者の候補者260名のうち、入院、介護認定申請済み、死亡、訪問拒否などで最終的に196名の特定高齢者に対して介護予防の働きかけをした。通所型介護予防事業所に向けてプラン作成したものが13件、公民館やサロンなど身近にあるところで介護予防をするインフォーマルなプランが101件、計114件作成している。

センター別の包括的・継続的ケアマネジメントについては、成年後見や消費者被害、介護予防の話など、センターの様々な業務に関するＰＲ活動が767件。小学校区ごとの小地域ケア会議の立ち上げに向けて各組織へ説明に行くなど、地域ケア会議への参加回数が142件、この中には困難事例への検討会議も含まれている。居宅介護支援事業所との交流会は、各センターに配置されている主任ケアマネが圏域内のケアマネのスキル向上や困難事例の後方支援のための情報交換や相談活動で、57回実施した。
　また、各センターに委託している各種教室の実施回数と参加人数について、上半期で実施できてないセンターは、ほとんどが下半期で計画している。上半期は家族介護教室52回、1,368名、介護予防・転倒骨折予防教室251回、4,423名、会食会・栄養教室・調理教室等39回、540名の参加があった。今年度は介護予防に力を入れており、介護予防教室の開催が多くなっている。

高齢者実態把握調査は65歳以上で要介護認定を受けておらず、かつ独り暮らしや高齢者世帯を中心に行っている。気になる人は、3ヶ月・6ヶ月・1年後にフォローしている。
　上半期の会議、研修の実施状況については、運協1回、4地区ごとの地域ケア会議は隔月で、小学校区ごとの小地域ケア会議を立ち上げるために各代表の意見をいただき、各地区3回実施している。各センターの職員向け研修は、職員が替わる度に初任者研修、面接技術の研修を行った。認知症サポーター養成講座は、県の研修を受けたセンター職員がキャラバンメイトとして、地域の人に認知症について知ってもらうために開催する講座で、9回実施した。
職員連絡会については、総会あるいは毎月定例で各地区の会長、3職種の部長、事務局との役員会、そして地区別、職種別の部会はほぼ毎月開催し、情報交換や課題検討をしている。
ＰＲ活動では、地域のイベントに出向いて相談業務を行い、握力測定や認知症予防のアンケートで介護予防を働きかけた。玉島地区は、先日移動相談会を実施した。巡回訪問は、確認項目を決めて実際に全センターに入って状況確認しており、7～8月に実施した。

　次に、平成20年度の指定介護予防支援業務の実施状況について、要支援1、2の人の介護予防プランのセンター別作成件数と、居宅介護支援事業所に委託しているものの委託先と件数を掲載している。25センターが直接作成しているプランは9月の一月で2,853件、委託616件で合計3,469件だった。

（議　長）センター別に数字を見ると色々だが、全体では昨年度よりだいぶ数字が増え、センター業務の認知が高まってきた、業務自体が軌道に乗ってきたという感じを受ける。質問があればお願いしたい。
（委　員）総合相談のうち新予防給付の相談が3分の2を占め、高齢者虐待は530件だが、各々の相談内容を教えて欲しい。また、特定高齢者は昨年度より増えているようだが、実際どの程度増えているか教えていただきたい。

（議　長）事務局から説明をお願いしたい。
（事務局）新予防給付はセンターがプランを作っており、プラン見直し時のサービス内容に関するものが多い。虐待は実数で96件、虐待を受けているのは女性が73％で、男性は65～74歳の人、女性は75～84歳の人が多い。虐待する人は息子33％、配偶者と娘が各17％、嫁9％と、母親に対する息子の虐待が目立つ。虐待の通報はケアマネを通してセンターに入ることが多く、本人が直接訴えたり、電話で連絡が来たりする。
また、特定高齢者は昨年度、年間を通して830人いたが、今は450～460人の19年度の方のプランを作っている。20年度から健診体制が変わったため比較しづらいが、健診体制が変わったことで受診者数が非常に減っており、今年度の発生数は減るのではと思っている。
（議　長）基準が変わり、特定高齢者の拾い方がどのようになったのか気になっていた。他に質問があればお願いしたい。
（委　員）訪問調査（介護認定）について、認定を受ける前に何でも嫌だという人もいると思うが、どれくらいいるのか。私も1人抱えているが、どうにも手が付けられない。そういう人にどのような対応をしているか教えていただきたい。
（議　長）援助拒否について、事務局から説明をお願いしたい。

（事務局）特定高齢者については、約60名のうち半分は拒否がある。ただ、拒否も全く受け付けてもらえないものや、家族が本人に会わせないなど色々あるが、よっぽどの拒否でなければ継続訪問している。何度か近くに来たからということで訪問し、少し心を開いてもらうこともある。

お話しのあった困難事例の拒否についてはセンターも対応しているが、根気よく何度も行くしかない。地域の人の力を借りないといけないが、課題も多い。置手紙を何度かしても、なかなか難しい。

（委　員）手紙も読まず、会ってもくれない。遠くにいる息子が仕方なく携帯電話番号を教えて連絡をとってもらったが、息子も親父をほっといてくれと言う。最近は外にも全然出ず、声をかけても返事もない。近所のコンビニも臭いから来るなと言い、食べ物はコンビニが週２回くらい配達し、コンビニの人に様子を聞かせてもらったりしている。料理を持って行っても出て来ず、一声かけて後日行くと無くなっているので食べたとわかる。そういう人が世間には多く、救いたいと思うが難しい。夜の灯りや新聞の有無で確認できていたが、最近は新聞もとらない。世の中にはそういう人も増え、どのように対策したらいいのかいつも考えさせられる。迷惑でも訪問して声かけするのが本当だろうが、ときどき民生委員の中で話に出ても対応策は見つからない。センターは大変だが足を運んでもらうしかないので、よろしくお願いしたい。
（2） 巡回訪問指導について

（議　長）事務局から説明をお願いしたい。

（事務局）7月11日～8月8日に25センターと4サブセンターを巡回訪問した。確認項目は「1設備について」「2業務管理について」「3業務内容について」「4個人情報の管理について」「5その他」「6苦情処理について」の6項目である。指摘事項があったのは19センターと3サブセンターで、指摘事項は文書にて9月12日に通知し、各センターから9月末に文書回答をもらった。それを受け、10月1日～14日に再度訪問して確認した結果は掲載のとおりである。

（議　長）結果はほぼすべて整備済みだが、質問があればお願いしたい。船穂のセンターは電話の相談件数が非常に少ないので、専用の電話回線がないかと思っていたが、指摘事項なしになっている。

（事務局）船穂も専用回線はあったが、実際には社協との共通回線が前に出ていた。今は専用回線で動いており、年度の初めはそういうことが起こっていた。

（議　長）巡回訪問指導時には整備済みであり、この項目に沿った点検については全部解決しているということで、他に質問がなければ議事2を終了したい。
（3） 地域包括支援センター評価基準案について

（議　長）事務局から説明をお願いしたい。

（事務局）センター事業評価暫定基準（案）ということで、出させていただきたい。まず、本協議会はその所掌事項としてセンターの運営に関し、前年度事業報告につき、特定の事業所に偏りなく公正公平に介護予防サービス計画を作成しているか、地域の事情に応じて必要と判断した事項を勘案し、必要な基準を作成した上で、定期的または必要な時に事業内容を評価することになっている。本日はこの評価基準について審議いただくため、会長とも相談しながら事務局で作成したものを提示している。

今年度は事業年度終了後、この基準によりセンターの事業内容を評価し、その結果に基づき、事業内容に改善の余地があるセンターに対して指導することで、事業全体の底上げを図ることを目的に項目・基準等を設置している。

事業評価基準は暫定とし、平成21年度以降は20年度の結果を踏まえ、必要に応じて項目・基準などを追加・見直しし、事業全体の水準の引き上げを図りたい。事業評価の実施は、21年度第1回の運営協議会でお願いしたい。

まず評価の対象は、センターが実施する４つの包括的支援事業、総合相談支援、権利擁護、包括的・継続的ケアマネジメント、介護予防ケアマネジメントに加え、各センターに介護予防事業として委託している各種教室である。
さらに、各センターの運営体制についての項目と指定介護予防支援業務の介護予防サービス計画における特定の事業者の提供するサービスの偏りや利用への不当誘引を項目として設定している。
基準は、総合相談や特定高齢者の状況把握、プラン作成等について各センターの圏域内の高齢者や特定高齢者に対する割合として高齢者の実態把握調査や普及啓発、各種教室事業等の実施回数などとしている。これは、倉敷市独自のものであり、センターが一定のレベルに達していない部分を明らかにし、その改善と全体の底上げを図ることを目的とする。
基準の概略については、パーセントは例えば国の目標値や昨年度実績等を基に設定している。年1回以上とする基準については、きちんと周知できれば達成できると考えている。複数回設定しているもののうち、包括的・継続的ケアマネジメント事業は、ケアマネを支援する上で頻繁に情報が必要であるため、また各種教室等については、上・下半期で各１クールとしている。基準の数値がない項目のうち、包括的・継続的ケアマネジメント事業は回数では評価できないため、活動などの実績報告を基に評価する。また、運営体制の基準は巡回訪問指導の結果も含め、その内容で評価する。
（議　長）評価はセンター全体の底上げを図るためのもので、各評価項目や基準が妥当かどうかご意見いただきたい。それ程難しい設定をしているわけではなく、常識的な範囲でこれならできるだろうというものである。

（委　員）虐待の基準について、家族は虐待してないと言うが、本人は虐待だと思っていることもある。どのあたりから虐待に数字を入れているのか。
（事務局）虐待の連絡だけでは入れていない。必ずセンターが実際に状況把握して訪問し、事実確認をして決めている。

（委　員）実際に虐待がある場合、強弱によって違いはあるのか。

（事務局）そこまではできないので、その都度対応をしている。また、関係者が集まって会議等を開いて対応している。

（議　長）虐待事例の把握に関する質問だが、評価基準は高齢者2,000人当たり1人以上と、発掘しないといけないような感じはある。ただし、統計的にはもっとあるはずなので、この程度の割合では把握してほしいと。

（委　員）高齢者人口が2,000人以上に達していないセンターはどうなるのか。また、実態把握調査の件数が年300件以上と、現在の上半期の数字ではとても達成できないセンターがいくつかありそうだが、どのように判断されるのか。
（事務局）虐待事例の把握については平均的に出した基準であり、人口が2,000人に満たないセンターはゼロという可能性もある。
実態把握調査が高齢者人口に関わらず同件数なのはどうかという意見もあったが、まだまだ65歳以上で把握できてない件数が非常にある。各センターに配置されている職員が把握可能な年間件数ということで、高齢者人口を一番にはしていない。調査は1回では済まないこともあり、当然、実も延べもある。センター間で非常に差があり、少ないセンターにもっと地域を知るために調査してもらう意味もある。平成17年度までに各センターに毎月の目標件数を課していた時期があり、1人年間約300件だったのでそれも基盤にした。
（議　長）今年度の実績で見ても例えば倉敷北センターは、人口1,962人だが上半期の実態把握調査を189件しており、延300件を3職種でというのであれば、高い数字ではないと思う。他に質問があればお願いしたい。
（委　員）権利擁護事業の高齢者虐待のネットワーク会議について、基準が「会議に事例を提出している」とある。この会議は、事例があるときにだけあるのか。

（事務局）このネットワーク会議は、高齢福祉課が各4地区で毎月1回開催し、弁護士、社会福祉士、司法書士を中心に事例検討している。そこに、地域のセンター職員がスキル向上のため出向いている。その都度開催する緊急性のある虐待の会議とは違い、事例を提出して職員のスキルを上げるものである。
（議　長）4地区でセンター職員は毎月出席しているのか。
（事務局）必ず出席している。

（議　長）ネットワーク会議には毎回出ているが、事例は出していないので出すようにということで、他に質問があればお願いしたい。

（委　員）なぜ評価基準案が暫定となっているのか、教えていただきたい。

（事務局）あくまで今年度はこの内容で実施し、結果により、来年度以降さらにしっかりした項目・基準にしたいという意味で暫定としている。
（委　員）ならば、小地域ケア会議の基準で「設置に向けての活動を実施している」というのは、20年度に限ってのことか。

（事務局）20年度に限ってのことである。

（委　員）では、21年度に向けてはどの程度を予定しているか。

（事務局）小地域ケア会議は今9小学校区に設置できている。残りの小学校区は、引き続き設置に向けて動いていく。今は愛育委員、民生委員、地区社協、自治会長へ小地域ケア会議の目的、意義等をお話ししている。

（委　員）平成21年度は小地域ケア会議を全地区で設置するのは可能か。
（事務局）現状では非常に難しい。設置に向けて地域の組織が同じテーブルで同じ課題を一緒に考え、各組織の横のネットワークを作りたい。それが、高齢者が地域で安心して暮らせる支援の場になると思うが、実際に動き始めると難しいこともある。非常に円滑に進む小学校区と、話を持っていった先が間違ってこじれている小学校区、組織同士がうまくいかないなど課題も多い。
しかし、設置に向けた活動そのものが、センターが地域の中にいるという大きなＰＲになり、その機会を利用させてもらっている。21年度に全小学校区は非常に厳しいが、一つひとつ作っていきたい。焦らず、地域の実情に合わせて色々な声をいただきながら設置に向けて頑張りたい。
（議　長）現在9小学校区ということだが、市内に全部で何小学校区あるのか。

（事務局）63小学校区ある。

（議　長）まだまだということだが、１センターの管轄は何小学校区くらいか。

（事務局）1小学校区から6小学校区持っているセンターまで、非常に幅がある。

（議　長）センターによってだいぶ負担感が違うようだ。センターとセンターの管轄区域に小学校区がまたがっているところもあるが、それはどちらが。
（事務局）両方が関わっている。

（議　長）地域のダイナミックスに加えてセンター間のことも絡み、難しい部分があるが、市社協とも連携しながら是非進めてほしい。住民参加を期待する部分が大きいので、こちらがお願いしてすぐ動き出せるものではなく、時間がかかるのはしょうがない。2～3年で徐々にとならざるを得ないと思う。
（委　員）評価はＡ、Ｂ、Ｃのランクがあり、Ｃは基準に達してないということで納得できると思うが、ＡとＢの基準はどこまではっきりしているのか。

（議　長）ＡとＢの境界線についての質問だが、事務局から説明をお願いしたい。

（事務局）勿論、これがクリアできれば一応のレベルなので、それをかなり上回る部分をどこで捉えるか、数字的な部分だけでは難しいと思う。内容まで踏み込み、他センターの模範となることをやればＡになると考えている。

（委　員）評価結果は基本的には発表されると思うが、受ける側からはＣは納得できても、Ａ、Ｂは客観性がないと非常に難しい。公表の仕方を間違えると逆にクレームにもつながる。数字でわかるものは、極端に数が多ければ納得できるが、中身に関わってくるものはどうかと思う。
（事務局）貴重なご意見をありがとうございます。
（議　長）ＡとＢの違いをもう少し明らかにするか、結果の扱い方を考慮するか、また考えていただきたい。他に質問があればお願いしたい。
（委　員）ケアマネサロンはケアマネの駆け込み寺と言われるが、実際の利用人数や活動内容を教えてほしい。また、職員配置の評価基準に「円滑に実施できるよう職員を確保されている」とあり、年数いればいい相談業務ができるわけではないと思うが、離職率が高いセンターはあるのか。件数、仕事内容の多い少ないに関わってくると思うが、その部分も含めて教えてほしい。
（議　長）ケアマネサロンの実績と、運営・体制項目の職員配置評価、回転の速い職場はどうなのかという部分について、事務局から説明をお願いしたい。

（事務局）ケアマネサロンはかつて総合支援センターで実施していたが、児島、玉島からは行きにくく、各センターで実施している。現状は1件あるかないかだが、センターが2～3ヶ月おきにケアマネ交流会を実施しており、その中で相談が出てきている。交流会後に個別の相談を受けたり、サロンとして日を決めなくても、顔と顔のつながりでその都度相談に来てもらったりと、今はサロンそのものの必要性について検討に入っている。
職員の件は、どのセンターがということはなく異動が激しく、立ち上げから2年間で約80人のうち約60人異動した。定着しないとセンターのレベルも上がらないため、今年度、センターで作成できる要支援1、2の人の予防プランを75件までとする制約をかけた。予防プランが多く包括業務ができないという声が非常に多かったので、包括業務は少ししやすくなったと思う。それに伴ってプランナーも入っており、センター職員は落ち着きつつある。
（議　長）職員の回転が速い遅いというのを評価基準にするのも難しく、こういう評価の仕方になるかと思う。他に質問があればお願いしたい。

（委　員）先ほどの小地域ケア会議だが、輪が広がりそうで広がらないというのが現状だと思う。固定した委員だけでなく非常任の委員として地域の自治会長や組織のリーダーが時々入れ替わりながら順に会に参加してもらうことはできないか。ＰＲも必要だが、実際に地域の人に出て知ってもらうことで広がっていくのではと思う。そのあたりはどう考えているか。
（議　長）小地域ケア会議の開催の方法、展開についてだが、いかがか。

（事務局）一応、委員としているが、小地域ケア会議は必要に応じて誰でも参加できる。だが、まず会議を立ち上げる必要があるので、その基を作るために地域の方々に今、声かけしている。一旦動き出せば多くの方の声を伺いたいので、ぜひ声かけしていただき、今起こっていることを地域の人にＰＲしたい。
（議　長）小地域ケア会議の実施要領のようなものはあるのか。

（事務局）ある。
（議　長）そこに、地域の民生委員、愛育委員など何名と挙げているのか。

（事務局）挙げている。また、自治会長や町内会長など特に名称を明記せず、必要に応じて誰でも入れる。委員の考えで必要に応じて誰でも参加できる。
（議　長）役に付いてなくても地域の顔である人など、各地域でセンターの職員が声かけしていただきたい。他に何も無いようなので、議事3を終了する。

（4） その他

（議　長）議事4はその他ということで、委員、事務局から何か議題がなければ、全体の議事を通してご意見・質問等お願いしたい。

（委　員）評価基準のＡ、Ｂ、Ｃについて、移動相談会の基準が年１回でクリアだと、ＡかＣしかないように思える。内容によってＡ、Ｂ、Ｃを判断するのか。評価には資料も必要だと思うが、資料提出を求めるのか、自己申告にするのか。
（議　長）評価の仕方について、移動相談会1回というのは1回したらクリアでＢ、10回実施とか、内容が優れていればＡだと思うが、説明をお願いしたい。

（事務局）議長が言われたように、Ａは回数でいえばかなり上回り、内容的にも優れているものだが、その線引きは今後の検討が必要である。資料は、基本的にはセンターに過度の負担にならないよう、今提出してもらっている報告や実際にこちらがセンターに行って確認した内容を使おうと考えている。勿論、必要に応じて改めてお願いするものもあると思うが、できるだけセンターの負担にならないようにと考えている。
（議　長）他にご意見、質問等あればお願いしたい。

（委　員）巡回訪問指導指摘事項の業務管理のうち、センターに不在にならない人員体制についてだが、営業時間が終わると電話が通じず、緊急に連絡がとれないことがあるが、いかがか。

（議　長）事務局から説明をお願いしたい。

（事務局）一応、センターは総合相談窓口なので、必ず24時間センターの職員に通じる体制になっている。法人の職員を通してセンター職員に連絡が入ったり、センターの電話から転送で職員の携帯につながったりと、留守番電話にはほとんどなっていないと思う。土日夜間も対応ができる体制はとっている。
（委　員）ごく最近だが、一度電話したときに「本日の営業は終了いたしました」と電話で流れたので、これだったら保健所と同じかなと思ったのだが。

（事務局）一応、体制的にはとれていると把握しているので、そういうことがあれば総合へ教えていただきたい。

（議　長）他にも色々とご意見あると思うが、予定時間が迫ってきたので、一度会議は閉めさせていただきたい。みなさまから活発なご意見、質問を賜り、ご協力ありがとうございました。これで議事のすべて終了いたしました。
（事務局）事務局から１点お願いしたい。会議録の件だが、本日は秋山副会長が欠席のため、会長から議事録承認のための承認者を一人ご指名いただきたい。

（議　長）貝田さんいかがか。

（委　員）はい。

（議　長）では貝田さんにお願いしたい。

１０　閉　会
